
別添
	農林水産省記入欄
	整理番号
	

	
	承認年月日
	平成　　年　　月　　日

	
	変更承認年月日
	平成　　年　　月　　日


	地産地消・直売機能強化等事業



	
	承認申請等の種類
	■事業実施計画書
	□交付申請書
	□事業実績報告書
	

	
	
	■応募　□承認　□変更
	□承認　□変更
	
	

	事業完了予定年月日

平成　　年　月　　日

事業完了年月日

平成　　年　月　　日

事業実施主体名及び所在地




（注）１．整理番号、承認年月日及び変更承認年月日は記入しないで下さい。
２．事業完了年月日は、事業実績報告書を提出する場合のみ記入して下さい。
３．本様式により、実施主体の応募、事業実施計画の承認、補助金の交付申請、事業実績報告を行うことができます。
４．承認申請等を行う場合、該当する承認申請の種類に加え、応募、承認又は変更の□にチェックしてください。
５．変更する場合は、変更箇所を加筆修正した該当資料ページのみ作成・提出して下さい。

６．本様式の電子ファイルを農林水産省ホームページに掲載していますので御活用下さい。
第１　事業の目的及び取組方針
	


第２　総括表
	区分
	内容
	事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	国庫補助金
	自己資金
	その他
	

	
	
	円
	円
	円
	円
	

	（１）協議会活動及び調査等の実施
	
	
	
	
	
	

	（２）直売施設の機能強化
	
	
	
	
	
	

	（３）都市部等でのインショップの展開
	
	
	
	
	
	

	（４）直売所型生産・流通・販売システムの確立
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	


第３　収支予算（又は精算）
１　収入の部
	区分
	本年度予算額

（又は本年度精算額）
	前年度予算額

（又は本年度予算額）
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	
	円
	円
	円
	円
	

	（１）国庫補助金
	
	
	
	
	

	（２）その他
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	


２　支出の部
	区分
	本年度予算額

（又は本年度精算額）
	前年度予算額

（又は本年度予算額）
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	
	円
	円
	円
	円
	

	（１）協議会活動及び調査等の実施
	
	
	
	
	

	（２）直売施設の機能強化
	
	
	
	
	

	（３）都市部等でのインショップの展開
	
	
	
	
	

	（４）直売型生産・流通・販売システムの確立
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	


(注）区分の欄には、「第２　総括表」に記入した区分を記入すること。

第４　事業の成果目標（地場農畜産物販売目標）
	受益農家戸数
（平成20年度）
	受益農家の所在地区
	地場農畜産物の販売実績
（平成20年度）
	地場農畜産物の販売目標
（平成23年度）
	増加割合
	備考

	戸
	
	千円
	千円
	％
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（注）１．平成23年までの３カ年で、受益農家が生産した農畜産物の販売額又は販売量を10ポイント以上拡大させる目標設定とする。
２．インショップ等を新たに開設する場合は、本事業の対象のインショップ、直売施設等及びその他の直接販売における受益農家が生産した農畜産物の総販売額又は総販売量を10ポイント以上拡大させる目標設定とする。

３．複数の直売施設、インショップ等の取組を行う場合は、当該施設ごとに成果目標を設定するものとする。
第５　区分ごとの事業内容等（実施する分についてのみ記入してください）
（１）協議会活動及び調査等の実施
	事業内容
	参集（対象）範囲
	実施回数等
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（注）コンサルタントを招へいする場合は、備考欄に年間の金額を記入（補助対象事業費の上限は年間120万円。補助率1/2以内）。
（２）直売施設の機能強化
	施設名
	所在地
	売場面積
	導入機器名又はシステム名
	台数又は

システム数
	備考

	
	
	
	
	
	


（３）都市部等でのインショップの展開
	施設名
	所在地
	地場農畜産物売場面積

㎡
	備考

	
	
	
	


①　店舗を借上げる場合
	借上げ店舗面積
	借上げ期間（21年度）
	１月当たり借上げ料金
	年間借上げ料金
	補助対象事業費
	備考

	㎡
	　月～　月
	千円
	千円
	千円
	

	
	
	
	
	
	


（注）実際の借り上げ料金を記入（補助対象事業費の上限は月額30万円。補助率1/2以内）。
②　機器整備等を行う場合
	導入機器名又はシステム名
	導入台数
	備考

	
	
	


（４）直売所型生産・流通・販売システムの確立
	実施地域
	実施内容
	整備台数（活動回数）
	備考

	
	
	
	


第６　添付資料
１　事業実施主体の規約（又は定款、寄付行為）
２　事業実施主体の直近の事業報告書（総会資料等）
３　成果目標の現状値を裏付ける資料
４　その他地方農政局長等が特に必要と認める書類
※　機器・設備を導入する場合は、規模決定根拠資料、機器・設備を整備する建物の配置図、平面図（現況及び整備後）、見積書（２社以上）、カタログ等の写しを添付すること。

※　その他の農業者の組織する団体、民間事業者又は地域協議会が事業を実施する場合にあっては、必要に応じて以下の書類を添付すること。
ア　役員名簿
イ　事務処理及び会計処理に関する規定、その他事業実施及び会計手続を適正に行いうる体制を有していることを証する資料
ウ　地域協議会の場合にあっては、会員名簿
エ　民間事業者の場合にあっては、
①　農畜産物の直接販売を目的として、農畜産物を農業者等から直接購入し販売すること又は農業者から委託を受けて販売することが確認できる資料
②　農業者等と農畜産物の取引に関する基本的な契約を締結していること又は当該民間事業者に出荷する農業者が組織されていることが確認できる資料
を添付すること。
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